
１ 

 

日本私立学校振興･共済事業団（助成業務）の令和６年度業務実績評価の結果を踏まえた令和７年度業務運営への反映状況 

 

中期計画項目 令和６年度業務実績評価における主要な課題、改善事項など 左記の課題、改善事項などを踏まえた令和７年度業務運営への反映状況 

 

１ 国民に対

して提供する

サービスその

他の業務の質

の向上に関す

る事項 

 

１ 補助事業 

アンケートの回収率が４割に留まっていることで理解

度の妥当性に課題があることから、教材利用者全体の理解

度を把握するためにも、回収率を向上させる取組を行うこ

とが望まれる。 

 

・学内研修用教材は、補助金業務を初めて経験する入門者を想定して、経

常費補助金の制度や仕組み等、基礎的な内容をまとめたものである。 

 

・学内研修用教材の資料掲載時（令和７年６月 19 日）及び説明会資料掲載

時（令和７年６月 30 日）に理解度を把握するためのアンケートを依頼

し、理解度は 99.3％となった。なお、より多くの意見を参考にするため、

締切り前にリマインドメールを送信し、多くのアンケートを回収するよ

う努めたことから、回収率の向上にもつながった。 

 

 

２ 貸付事業 

昨年度より回復はしているが、貸付実績が計画額を大幅

に下回っているため、融資制度の改善などを通じて、可能

な限り貸付規模を回復するための取組を引き続き行うこ

とが望まれる。 

 

・借入ニーズの把握等を目的として、施設・設備整備計画のある学校法人

を中心に訪問した。（訪問法人数：150 件 146 法人） 

・成長分野への学部再編等を支援するための「大学・高専機能強化支援事

業」に選定された大学法人（26 法人）を対象として、事業団の融資にお

ける優遇措置の案内を送付した。 

・直近の融資制度の変更点等について、事業団ホームページへの掲載に加

え、令和７年度私学リーダーズセミナー、私学スタッフセミナーにおい

て「私学事業団融資のご案内」を配付するなど、学校法人への周知を行

った。 

・私立学校の耐震化事業等を引き続き支援するため、利子助成制度を継続

するよう文部科学省へ要望し、認められた。併せて、私立学校が防災拠

点として貢献できるよう、指定避難所施設等の機能強化整備事業への利

子助成制度も継続するよう文部科学省へ要望し、認められた。 

 

 



２ 

 

中期計画項目 令和６年度業務実績評価における主要な課題、改善事項など 左記の課題、改善事項などを踏まえた令和７年度業務運営への反映状況 

 

２ 業務運営

の効率化に関

する事項 

 

２ 経費等の見直し・効率化 

昨年度より一者応札となった件数が増加したことを踏

まえ、結果として一者応札となった場合、要因の分析を行

い、改善に向けた効果的な取組を引き続き行うことが望ま

れる。 

 

・一般競争入札（15 件）のうち一者応札は４件（26.7％）であった。 

・一者応札が複数年度続く場合等は、必要に応じ、業者の入札参加辞退理

由を確認・検討のうえ、仕様書の内容を工夫する等の取組を行っている。 

・調達予定情報の公表（一般競争入札：30 日間、政府調達：50 日間）を、

引き続き行った。公表の方法としては、事務所での掲示及び事業団ホー

ムページでの掲載（政府調達案件に該当する場合は「官報」へも公告）

を実施し、業者に対し十分な準備期間を設けることで、できるだけ多く

の業者が参加しやすいようにした。 

・令和６年度に一者応札であった案件名「私学振興事業本部事務所施設警

備業務」は、令和７年度の入札では２者が参加した。 

 

 

３ 財務内容

の改善に関す

る事項 

 

２ 財務内容の管理の適正化 

 引き続き、第５期中期計画期間以降の収支状況における

シミュレーション等を踏まえ、中長期的な展望のもとで健

全な財政運営の維持に向けた取組を行うことが望まれる。

 

 

・助成勘定の健全な財政運営の維持に向けた方策の検討のため、令和６年

度決算をもとに第５期中期目標期間以降の収支状況に係る損益シミュレ

ーションを実施し、「助成業務における財政検討会議」において検討し、

その結果を執行役員会議に報告、さらに長期推計説明会を実施し、全役

職員へ周知した。 

 

 

 


